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日本経済の歴史〈GDP・土地制度・労働市場の千年〉 報告の論点

労働市場の千年
 実質賃金の超長期推計
 賃金水準の国際比較

労働市場の百年
 日米の歴史比較制度分析（青木2001、グライフ2009）
 競争的労働市場から内部労働市場へ
 「日本型HRM」と「アメリカ型HRM」の歴史的起源
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日本における未熟練労働者の実質賃金、1260-1860年

3労働市場の千年

Bassino, Broadberry, Fukao, Gupta, Takashima (2015) Fig 1.  賃金は米換算（kg/day of work）.

未熟練労働者の生存水準倍率、1740-1910年

4労働市場の千年

Allen, Bassino, Ma, Mall, Zanden (2011) Fig 5-6.  生存水準倍率が１以上ならば、家族4人が生存可能な賃金水準.
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日米における１人当り実質GDP、1870-2010年

5労働市場の千年

日米における製造業労働者の年間離職率、1910-2010年

6労働市場の千年

尾高 (1984), Moriguchi (2003)

日米における上位１％所得シェア、1900-2012年

7労働市場の千年

Moriguchi and Saez (2008)

日米における平均寿命の推移、1900-2000年

8労働市場の千年

森口（2017）
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9労働市場の千年

日本型人事管理の歴史的起源

 日本型HRMの本質
 ブルーカラーを含めた「正社員」に人的資本投資と雇用保障を約束し、労働
者の知的熟練により高い生産性を実現するメカニズム（小池1981）

 でも、あくまでも法的拘束力のない労使間の「暗黙の契約 (implicit 
contract)」にすぎない

 契約の履行には、技能形成を促す仕組みや労使相互のモニタリング、労使
間の利害を調整するメカニズムが必要

 採用・訓練・報酬・ジョブデザイン・雇用保障・労使交渉等における 「補
完的な人事管理政策の束」（Ichniowski et al.1997）

 なぜ日本で生まれたのか
 海外にも移転可能な合理性と普遍性
 1920年代アメリカの企業福祉主義（corporate welfarism）と高い類似性

（Jacoby 1985,中馬 1987）
 大恐慌と総力戦を契機にアメリカ型HRMと日本型HRMへ分岐 (Moriguchi 

2003, 2005)
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アメリカ型HRM 日本型HRM

１．新卒者の定期一括採用
２．体系的な企業内教育訓練
３．査定付き定期昇給
４．柔軟な職務配置と小集団
活動

５．定年までの雇用保障
６．企業別組合と労使協議制
７．ホワイトカラーとブルー
カラー正社員の一元管理

１．経験者の随時採用
２．最小限の企業内訓練
３．明確に規定された職務給
４．定型的な職務と固定的な
職務配置

５．先任権に基づく職務保証
６．敵対的な労使間係
７．ホワイトカラーとブルー
カラーの大きな待遇格差

“Explicit Contract Equilibrium” “Implicit Contract Equilibrium”

産業化初期の日本企業の人事管理（1890-1910）

１．外部労働市場から経験工を随時採用
２．企業による教育訓練なし
３．一般的技能に基づいた競争的賃金
４．職長の恣意と独断による職務配置
５．頻繁な離職と解雇
６．個別的労使関係（団結権・争議権なし）
７．ホワイトカラー（職員）とブルーカラー（職工）の間の
身分制度というべき明確な待遇格差

11労働市場の千年

 20世紀初頭には競争的労働市場におけるスポット契約均衡に
あった（日米共通の初期条件）

戦間期の重工業大企業の人事管理（1914-1937）

第１次大戦の軍需で職工不足，定着促進を模索
１．基幹工を養成するため、少数の新卒者を採用
２．企業内教育訓練を開始（いわゆる「養成工制度」）
３．優良職工に対する福利厚生や内部昇進の試み
４．ただし運用は恣意的・場当たり的で経営者の裁量が大
５．頻繁な自発的離職、不況期の一方的解雇
６．工場委員会の設立、でも労働者は圧倒的に不利
７．職員と工員間の「身分格差」も存続

12労働市場の千年

一部有力企業に「日本型」の萌芽（米国でも同様の動き、だが大
恐慌に経営者が一方的に契約破棄、労働者は横断的組合を結成）
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総力戦下の人事管理（1938-1945）

軍事生産の最大化のための大規模な国家介入
１．国による新卒者の企業への割り当て
２．企業内の教育訓練を義務化
３．定期昇給を全職工に義務化（ただし査定を容認）
４．熟練工の徴兵と学徒動員による職務配置の混乱
５．労働移動を禁止（でも無断欠勤や転職者が続出）
６．事業所単位の労使懇談機関を設置
７．「職員と工員の平等」を提唱（理念と実態の乖離）

13労働市場の千年

戦時統制は有力企業の雇用慣行を標準化し制度化（日本では企
業福祉主義、米国では横断的組合との労使交渉を推進）

戦後占領期の人事管理（1945-1955）

「経営の民主化」を求めた労働者と「経営権の回復」を目指し
た経営者の激しい攻防
１．養成工の新卒採用と臨時工の中途採用の併存
２．企業内教育訓練の拡充
３．「査定付き」定期昇給と内部昇進
４．企業特殊的な職務配置
５．熾烈な解雇反対闘争によるトラウマ、雇用保障の重視へ
６．工職混合の「従業員組合」の結成、労使協議制の導入
７．ホワイトカラーとブルーカラーの格差撤廃

14労働市場の千年

日本型HRMの５本柱まで成立（米国では経営者と横断的組合の
間で労使交渉が進展）

高度成長期前半の人事管理（1955-1965）

1．新規高卒者のブルーカラー正社員としての定期一括採用
２．体系的な企業内訓練
３．「職能資格制度」による定期昇給・昇格
４．「労働者参加型」の小集団活動による生産性向上
５．定年までの暗黙の雇用保障
６．経営者と企業別組合との労使協調
７．ホワイトカラーとブルーカラー従業員の一元管理

15労働市場の千年

長期の暗黙契約を基礎とする日本型HRMの完成（米国では義務
と権利を明確にする明示的契約に基づくアメリカ型HRMが成立）

日本型HRMの果実

16

 日本型HRMは、重工業大企業を中心に、第１次大戦期から高度成長期ま
での半世紀にわたる労使の攻防と協調のなかで形成された。

 経済合理性に導かれつつも、急速な産業化、戦時統制、民主化という歴史
的事件を色濃く反映。そのため、海外にも移転可能な「普遍性」と歴史背
景を反映した「特殊性」が混在（森口2018）。

 日本型HRMが〈暗黙契約均衡〉として成立するには、戦後占領期の「工職格
差撤廃」と1960年代の「小集団活動」が決定的に重要（ゴードン2012）。い
ずれも歴史的必然ではなかった。

 ブルーカラーにも人的資本投資と雇用保障を約束し、高い生産性を実現す
る日本型HRMは、高度成長期の「中産階級による中産階級のための経済成
長」の推進力となり、戦後の日本に「豊かさと平等」をもたらす要因となっ
た（森口2017）。

労働市場の千年
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日本型HRMの問題

17

 だが同時に、一流企業の男性正社員に人的資本を集中する日本型モ
デルの普及は「男女の性別役割分担」や「正社員と非正社員の二極
化」を生み出した。

 新卒者の定期一括採用は、学校から会社と直接移動する「就社社
会」を作りだし、キャリアパスの単線化や外部労働市場の退化を招
いた（菅山2011）。

 さらに、1970年代以降は解雇権濫用法理や雇用調整補助金制度が成
立して「終身雇用の制度化」が進展。日本型HRMの適用範囲が広が
り、本来の経済合理性と乖離する傾向が強まった。

 全員参加型の「ボトムアップの革新力」と天才の閃きによる「トップ
ダウンの革新力」のどちらのモデルが有効か。
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